
誓約書 
私は、社会福祉法人日本肢体不自由児協会法人本部及び心身障害児総合医療療育センターへの就業に

あたり、以下の事項を遵守・誓約いたします。 

 

１. 性犯罪歴に関する事実の申告 

私は、別紙記載の、令和８年 12 月 25 日までに施行予定の「学校設置者等及び民間教育保育等事業

者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第 69 号）第２条第８項」

（以下、「子ども性暴力防止法」）に規定する特定性犯罪事実該当者ではありません。  

※ なお、本誓約書署名時に同法第２条第７項第６号が委任する政令が制定されていない場合であっ

ても、青少年健全育成条例や迷惑防止条例等の条例における同号イからニに定める行為に対する罰則

について、前科がないこと（当該前科に係る特定性犯罪事実該当者に該当しないこと）を、本誓約書を

もって誓約いたします。 

 

2．特定個人情報の取扱い 

私は、特定個人情報（個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号

その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む。番号法第７条第１項及び第２項、第８条並び

に第６７条並びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項を除く。）をその内容に含む個人情報を

いう。）の取扱いに関して、以下を遵守することを誓約します。 

 （１）取扱い 

私は、特定個人情報に関して漏えいさせることがないように取り扱い、厳重な管理の下で業務を

遂行します。 

（２）秘密保持 

私は、特定個人情報を取り扱うに当たって、不必要に記録を取ったり、写真を撮影したりするよ

うなことがないように徹底してその機密情報を守ります。又第三者に口外したり、情報を提供する

こともいたしません。 

（３）退職後の秘密保持の誓約 

特定個人情報に関して、退職した後においても、他の事業者その他の第三者のために、開示、漏

えいもしくは使用しないことを約束します。 

（４）不正アクセスの禁止 

私は、特定個人情報を取り扱う情報システムに定められた電子機器からしかアクセスをしませ

ん。 

 

3．守秘義務の遵守 

私は、業務上知り得た子ども、利用者、その家族、および職員に関する個人情報ならびに機密情報に

ついて、在職中のみならず退職後も第三者に漏えいさせることがないよう、個人情報保護法、関連ガイ

ドライン基づき厳重に管理・遂行することを誓約します。 



4．子ども性暴力防止法に基づく手続への協力 

子ども性暴力防止法に基づく「性犯罪記録の照会」等の手続に関し、貴法人から対応を指示された場

合は、速やかに同意書の提出その他必要な手続に協力することを約束します。 

 

５．処分の受諾 

本誓約の内容に違反し、以下の事項に該当した場合は、内定もしくは採用の取消、または就業規則お

よび関係法令に基づく懲戒・解雇等の処分を決定されても異議を申し立てません。 

（１）学歴、職歴、資格、犯罪歴その他の重要な経歴の詐称があるとき。  

（２）法令に基づく性犯罪事実確認の手続（日本版DBS等）に正当な理由なく協力しないとき。  

（３）犯罪その他社会的に不相当な行為を行い従業員として不適格と法人が判断したとき。  

（４）その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき。 

 

6．損害賠償 

万一、私が本誓約に違反して特定個人情報や機密情報を漏洩・使用し、貴施設に損害を与えた場合、

私は法的な責任を負い、社会福祉法人日本肢体不自由児協会が被った一切の損害を賠償することを約

束します。 

 

令和  年  月  日 

施設名：               

所属：                

氏名（自署）：            印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参照条文）  

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律

（令和６年法律第69号）（抄）  

 

（定義）  

第二条（略）  

７ この法律において「特定性犯罪」とは、次に掲げる罪をいう。  

一 刑法（明治四十年法律第四十五号）第百七十六条、第百七十七条、第百七十九条から第百八十二

条まで、第二百四十一条第一項若しくは第三項又は第二百四十三条（同項の罪に係る部分に限

る。）の罪  

二 盗犯等の防止及び処分に関する法律（昭和五年法律第九号）第四条の罪（刑法第二百四十一条第

一項の罪を犯す行為に係るものに限る。）  

三 児童福祉法第六十条第一項の罪  

四 児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律（平成十一

年法律第五十二号）第四条から第八条までの罪  

五 性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録

の消去等に関する法律（令和五年法律第六十七号）第二条から第六条までの罪  

六 都道府県の条例で定める罪であって、次のイからニまでに掲げる行為のいずれかを罰するものと

して政令で定めるもの  

イ みだりに人の身体の一部に接触する行為  

ロ 正当な理由がなくて、人の通常衣服で隠されている下着若しくは身体をのぞき見し、若しく

は写真機その他の機器（以下このロにおいて「写真機等」という。）を用いて撮影し、又は当

該下着若しくは身体を撮影する目的で写真機等を差し向け、若しくは設置する行為  

ハ みだりに卑わいな言動をする行為（イ又はロに掲げるものを除く。）  

ニ 児童と性交し、又は児童に対しわいせつな行為をする行為  

 

８ この法律において「特定性犯罪事実該当者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。  

一 特定性犯罪について拘禁刑を言い渡す裁判が確定した者（その刑の全部の執行猶予の言渡しを受

けた者（当該執行猶予の言渡しが取り消された者を除く。次号において「執行猶予者」という。）

を除く。）であって、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して

二十年を経過しないもの  

二 特定性犯罪について拘禁刑を言い渡す裁判が確定した者のうち執行猶予者であって、当該裁判が

確定した日から起算して十年を経過しないもの  

三 特定性犯罪について罰金を言い渡す裁判が確定した者であって、その刑の執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなった日から起算して十年を経過しないもの 

 


